










































（別 紙）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

（単位 ： 百万円）

金 額

100,029

17,803

35,224

33,576

1,648

10,865

3,345

696

167,962

135,948

100,556

35,392

17,803

10,865

　目的積立金 3,345

　　 167,962

[人件費の見積り]
中期目標期間中総額　７４，２４４百万円を支出する。（退職手当は除く）

注）　効率化推進積立金は、法人の効率化の促進や不測の事態への対応を目的として
積み立てる基金である。

注）　各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないこと
　がある。

注）　平成23年度の額を基礎として、平成24年度以降の予算額を試算している。
　　　金額については見込みであり、各事業年度の運営費交付金等については、予算
　　編成過程において決定される。

　　その他収入

計

　外部資金研究費

　施設整備費

　効率化推進積立金取崩

　目的積立金取崩

　運営費交付金

　施設費補助金

　自己収入

　　管理費

　　教育研究経費

　業務費

支出

計

　外部資金

　　授業料及入学金検定料収入

　１． 予 算

区 分

収入

平成２３年度～平成２８年度　予算
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